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株式会社 REACT の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、株式会社 REACT（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：加藤僚浩、以下 REACT）の株式

譲渡が完了し、完全子会社化することになりましたのでお知らせいたします。これにより、当社グル

ープは、チャット型 Web接客サービス領域において機能を拡張・強化し、収益機会を拡大してまいり

ます。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは「広告プラットフォーム事業」「マーケティング SaaS 事業」「海外事業」の３つの

事業を展開しております。「広告プラットフォーム事業」においては、独自開発したインターネット

メディアの広告収益最大化プラットフォーム「GenieeSSP」、「GenieeSSP」が持つ大量の広告配信デ

ータと顧客基盤を活かした広告主向けの「GenieeDSP」、屋外広告を対象としたデジタル OOH 事業

などを展開しております。「マーケティング SaaS 事業」においては、CRM（顧客管理）/SFA（営業

管理）システム「ちきゅう」、マーケティングオートメーション「MAJIN」、チャット接客ツール「Chamo

（チャモ）」、サイト内検索 ASP「probo」、EC サイト向け商品検索サービス「ポップリンク」「ポッ

プファインド」などを展開しております。 

今回子会社化する REACT は、LINE/Facebook ボット「Engagebot」を SaaS 型サービスとして提

供しており、新規顧客の獲得や既存顧客の管理ツールとして高い評価を得ています。REACT のチャ

ットボットサービスを当社グループに迎え入れることで、マーケティング SaaS 事業において展開し

ているチャット型 Web 接客プラットフォーム「Chamo」の機能を拡張・強化し、収益機会を拡大し

ていくことで、当社グループの更なる成長につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．異動する子会社（株式会社 REACT）の概要 

（１） 名 称 株式会社 REACT 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区神南 1-12-14 渋谷宮田ビル 

（３） 
代表者の役職・

氏 名 
代表取締役社長 加藤 僚浩 

（４） 事 業 内 容 チャットボット制作サービス『Engagebot』の企画・開発・運営 

（５） 資 本 金 76,536,096 円（資本準備金も含む） 

（６） 設 立 年 月 日 2014 年 5 月 

（７） 
大株主及び持

株比率 

加藤僚浩：66.9% 

その他（個人９名、VC２社）：33.1% 

（８） 
上場会社と当

該会社の関係 

資本関係 特記すべき事項はありません。 

人的関係 特記すべき事項はありません。 

取引関係 特記すべき事項はありません。 

（９） 

当該会社の最

近３年間の経

営成績及び財

政 状 態 

取得相手先の要望により非開示とさせて頂きますが、いずれも適時開

示基準に該当しない軽微基準範囲内となります。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

氏名 住所 株数 当社と当該個人との関係 

加藤僚浩 東京都渋谷区 450,000 株 資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

その他（個人９

名、VC２社） 
 200,369 株 資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：０％） 

（２） 取 得 株 式 数 
650,369 株 

（議決権の数：650,369 個） 

（３） 取  得  価  額 

取得価額については、取得相手先の要望により非開示とさせて

頂きますが、適時開示基準に該当しない軽微基準範囲内となり

ます。 

（４） 異動後の所有株式数 

650,369 株 

（議決権の数：650,369 個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

 

 

 



 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2021 年６月 24 日 

（２） 契 約 締 結 日 2021 年 7 月 16 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2021 年 8 月 2 日 

 

６．今後の見通し 

本件による 2022 年３月期の当社連結業績への影響は軽微であると見込んでおります。 

 

以 上 


